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世界的な
アクションの要請

WWF が呼びかける、未来の感染症パンデミックのリスクを抑え、
人と自然の壊れた関係を修復するための世界的なアクション

人と自然の壊れた関係がもたらす代償は大きい。この代償は、
現在の新型コロナウイルス感染症（COVID-19）パンデミッ
クとして具現化している。増え続ける死者と言い表せない家
族の悲しみ、そして人々の仕事と生計を破壊している世界規
模の経済的ショック。この危機が長引けば長引くほど、世界
平和と安全保障、国際社会の安定への脅威も増大する。しか
し、この惨事のさなかに、人と自然の関係を修復し、将来の
感染症パンデミックのリスクを抑えるための真の機会がある
ことも事実である。

新たな動物由来感染症の発生頻度が加速している。新型コロ
ナウイルス感染症がもたらした危機は、人と自然がいかに相
互に連鎖しているか、そして我々が自然界に与える負の影響
が、いかにして将来の感染症パンデミックのリスクを高める
かを再認識させた。感染症を保有するリスクの高い野生生物
の利用は続き、自然環境は破壊され、リスクは増す一方であ

る。グローバル化が進んだ現代社会においては、新たな感染
症が世界的パンデミックとなり、我々の健康、経済と生態系
に甚大な影響を与える可能性はいつになく高まっている。

今はまさに、人と地球にとって安全な未来を築くための極め
て重要な時である。『新型コロナ危機：人と自然を守るため
の緊急要請』は、動物由来感染症の発生の大きな要因が、土
地利用転換、農業・家畜生産の拡大と集約化、そしてハイリ
スクな野生生物の消費にあることを解説する。WWF は政府、
企業、そして一般市民に、これらの問題に取り組み、人と地
球にとってより健全な世界を実現することを強く求める。

我々は、感染症の発生を常に予測し防ぐことはできないが、
自然との関係を修復し、将来の感染症パンデミックのリスク
を抑えるために行動することができる。
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WWF がすべての政府に求めること
⃝ハイリスクな野生生物の取引を停止し、野生生物の違法取

引を撲滅するための法執行を強化すること。

⃝森林破壊と土地利用転換をサプライチェーンから排除する
ための法規制と政策を導入し、実行すること。

⃝野心的なポスト 2020 生物多様性枠組の実施にコミット
し、十分な資金提供を行うこと。

⃝すべての人と地球のために自然を回復軌道に乗せる「自
然と人間のための新しい指針（New Deal For Nature and 
People）」にコミットし、次の３つのゴールの達成を目指
すこと。

◦生息地を保全し回復させる

◦生物の多様性を守る

◦生産と消費による環境への負荷（フットプリント）を半
減させる

⃝人と動物、環境の健康をひとつとして捉える「ワンヘルス・
アプローチ」を野生生物と土地利用転換に関する意思決定
に取り入れること。

⃝新型コロナウイルス感染症からの経済回復がグリーンかつ
公正に進むよう設計し、持続可能で強靭なビジネスモデル
への資金投入を後押しすること。

⃝先住民による土地や水利用の権利の承認も含めて、脆弱な
コミュニティが持続可能で強靭な生計と食料安全を確保で
きるように支援すること。

WWF がすべての企業と業界に
求めること
⃝新型コロナ危機の間とその後も自主的な環境方針を強化

し、実行すること。

⃝食料サプライチェーンの環境負荷を軽減するため、持続可
能な生産、原産地まで供給元を遡るトレーサビリティの確
保、消費者の持続可能な食生活の促進を含む、実行力のあ
る行動をとること。

⃝森林や自然生態系の破壊を伴わない農産物の生産と消費を
前進させる政策と法律を支持すること。

⃝すべての経営および融資に関する意思決定、特に国際保健
の脅威に関連したリスクが伴う決定において「ワンヘルス・
アプローチ」を取り入れること。

⃝環境と社会に良い影響をもたらす革新的な金融メカニズム
と解決策を開発し、導入すること。

WWF が市民社会組織に求めること
⃝新型コロナ危機とそれを引き起こしている環境要因によ

り直接影響を受けている脆弱なコミュニティを支援し、彼
らの意思が復興の過程で十分に反映されるよう担保するこ
と。

⃝政府や企業と協働し、違法でハイリスクな野生生物の利用
を削減し、食料システムを変革する持続可能な解決策を生
み出すこと。

⃝新型コロナ危機をきっかけに行動を起こさない国際機関、
政府、および企業に対し、より高いアカウンタビリティ（説
明責任）を求めること。 

WWF が一般市民に求めること 
⃝政府が確実に「自然と人間のための新しい指針（New Deal 

For Nature and People）」にコミットし、自然生態系保全
のための行動を起こし、自然環境・気候問題に関する取り
組みを強化するよう、政府の代表に働きかけること。

⃝各産業に、社会と環境に与える負の影響を減らすための
リーダーシップを発揮するよう求めること。

⃝食生活と消費の習慣を変え、より持続可能な選択を行うこ
と。
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要旨
人と自然の壊れた関係が原因となって、新たな動物由来感染症の発生が急増している

過去数十年に渡り、人が自然環境への侵入を加速したことで、
人、家畜と野生生物が接触する機会が拡大した。その結果、
動物に由来し人に感染する「動物由来感染症」の発生頻度と
数が前世紀にわたって急激に増加した。毎年約３～４の新た
な動物由来感染症が発生している。これらの感染症は、HIV
／ AIDS（エイズ）、SARS（重症急性呼吸器症候群）や直近の
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のような命にかか
わるパンデミックを引き起こし、人の健康に甚大な影響をお
よぼしている。

新たな動物由来感染症発生の増加は、世界的に蔓延する２つ
の環境リスクと結びついている。

⃝持続可能でない食料システムが引き金となって、農業利用
を目的とした大規模な土地利用転換が起き、野生生物と家
畜、そして人が接触する機会を増やしている。土地利用転
換によって世界中の森林や自然環境が破壊・分断されるこ
とにより、野生生物、家畜、人が接触する機会が増えている。
この問題は人口増加と食習慣の変化によって悪化の一途を
たどっている。

⃝ハイリスクな野生生物の取引や消費の継続など、不十分な
食品安全管理が、人が動物の病原体と接触する機会を増や
している。嗜好品または必要不可欠な栄養源としての野生
動物の肉の需要が世界的に増大したことで、販売と消費も
増加し、衛生管理の行き届いていないハイリスクな手法で
の調達、加工および製造を通じた感染症への接触の可能性
が増えている。

将来新たな動物由来感染症が発生するリスクはいつになく高
まっており、健康、経済および世界の安全を大混乱に陥れる
可能性をはらんでいる。新型コロナウイルス感染症の危機は
世界的なパンデミックがどれだけ破壊的な損害をもたらすか
を示している。2019 年 12 月から 2020 年 10 月にかけて
200 ヵ国以上で確認された新型コロナウイルス感染症関連の
死者数は 120 万人に達し、この数字は毎年の武力闘争やテ
ロリズムによる死者数の 10 倍弱にのぼる。経済的な影響と
しては 2.4 ～ 8.8 兆米ドルの経済損失と推定されており、こ
れはイギリスの GDP の約３倍である。世界の労働者の約半
数が生計手段を失う危機に瀕しており、特に社会的弱者であ
る女性や先住民族のコミュニティが過剰に大きな社会・経済
的影響を受けている。また、新型コロナウイルス感染症によ
る急激な変化は世界の食料確保にも脅威となっており、深刻
な飢餓に直面する可能性のある人口が、2020 年末には 1 億
3500 万人から 2 億 6500 万人に膨れ上がっている可能性が
あると警告されている。さらに、政情が不安定な国での緊張
の悪化や、地政学的闘争が激しい国々での情勢悪化など、新

型コロナウイルス感染症は世界の安定にも影響を与える可能
性がある。これらの悲惨な代償に加え、パンデミックのリス
クを高めている要因は、自然環境の喪失や気候変動といった
地球規模の非常事態を引き起こしながら、現代と将来世代の
健康を危機にさらしている。

新型コロナウイルス感染症がもたらした危機は、パンデミッ
クの引き金となっている環境問題を解決するために、社会シ
ステムの変革が必要であることを示している。今日に至るま
で、森林破壊や土地利用転換の問題に対処し食料システムの
持続可能性向上を目指す取り組み、およびハイリスクな野生
生物の取引や消費に対する取り組みは、少しずつ前進してき
た。しかし、多くの企業はコミットメントの達成に失敗し、
政府の中には一向に対策を講じないか、十分な法執行の強化
を行ってこなかったところもある。このパンデミックは、環
境問題や人の健康の危機の解決のためには、その根底に存在
する相互に連鎖したシステムの認識が不可欠であることを示
している。この危機は同時に、人々がソーシャル・ディスタ
ンシングを意識し、いくつかの国で危機対処のために数十万
にのぼる人々がボランティア活動を行うなど、国際的な対応
力が社会システムの変革の推進力になることも証明した。こ
のことから、今はまさに環境にかかっている非持続可能な重
圧を協力して緩和する無類の機会といえる。

将来のパンデミックのリスクを抑え、ネイチャー・ポジティ
ブ（生物多様性の回復軌道へ）、カーボンニュートラル、か
つ持続可能で公正な社会を構築するために、今こそ自然生態
系を守る革新的な行動をとる時である。
危機への一体的な対応として次のような取り組みを実施し、
自然を保護していく必要がある：

⃝すべての人と地球に利益がもたらされるよう 2030 年まで
に自然を回復軌道に乗せるべく、政府が「自然と人間のた
めの新しい指針（New Deal For Nature and People）」にコ
ミットし、生物多様性の喪失を阻止し回復させる実行性の
ある行動をとる。

⃝違法または規制が不十分でハイリスクな野生生物の取引と
消費を阻止し、市場や飲食店における衛生的かつ安全な管
理を徹底する。

⃝自然生態系の土地利用転換、森林破壊および分断を阻止す
ると同時に、今後増加する世界人口を考慮した持続可能な
食料確保を達成する。

⃝持続可能かつ公正な経済回復を通じて人と自然の新たな関
係を構築する。
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１．症状 – THE SYMPTOM

新たな動物由来感染症の発生が急増している

世界は今、動物に由来する病原体が引き起こした、新型コロナウイルス感染症パ
ンデミックという前例のない世界規模の健康危機に見舞われている。

動物由来感染症 
動物由来感染症は動物を発生源として人に感染する病気のことであり、動物の病原体（例：細菌、ウイルス、菌類や寄
生虫）が発生源となっている。病原体が動物から人に感染し、人の免疫機能に打ち勝つことをスピルオーバーと呼ぶ。

キーワード 
●病原体：感染症を引き起こす有機体（例：細菌、ウイルス、菌類や寄生虫）
●宿主：病原体を宿す生物で、多くの場合感染症の症状を発症しない。
●媒介生物または保菌生物：他の動物からの感染によって病原体を宿す動物で、病原体を人に感染させる可能性がある。

2019 年 12 月から 2020 年 10 月にかけての新型コロナウイ
ルス感染者数は 4600 万人を超えており、この数字はスペイ
ンの人口を上回るものである 1。悲惨なことに、この感染症
は 200 ヵ国以上でおよそ 120 万人の命を奪い、この数字は
毎年の武力闘争やテロリズムによる死者数の 10 倍弱である
2。新型コロナウイルスの発生源はキクガシラコウモリの間
でよくみられるウイルスと関連付けられている 3。人へ感染
して以降、ウイルスはグローバル化した我々の社会の中で瞬
く間に、世界の至るところに拡散した。

新型コロナウイルス感染症は近年複数回発生している動物由
来感染症の最新事例であり、人の健康と自然がいかに深く関
係しているかを証明している。人は自然と接することで、様々
な動物由来の感染症と接触する可能性がある。事実、毎年お
よそ３～４の新たな感染症が発生しており、それらの多くは
野生生物に由来するものである。過去 30 年に発生した新た
な感染症のうち 60 ～ 70% は動物に由来するものであった 4。
動物の病原体は、その自然宿主である野生動物との接触に
より直接人に感染するほか、家畜や愛玩動物、家屋周辺に生
息する動物を媒介動物として間接的に人に感染することがあ
る。これらの媒介動物は、病原体の遺伝的変化を促進し、人
に感染しうる感染症を生み出す「混合容器」の役割を担って
いる 5。

健全な生態系は、人が動物由来感染症を含む様々な健康リス
クにさらされたり、被害をうけたりするリスクを軽減するこ
とが出来る。健全な自然生態系は、きれいな空気、水、医薬
品や食料など人にとって不可欠な資源へのアクセスを可能に
し、健康と免疫を高めることであらゆる種類の病気にかかり
にくくすることにつながる。例えば、米国で行われたある研

究によれば木々や森林が 2010 年に吸収した大気汚染物質の
量は 1740 万トンにのぼり、これは米国で一年間、400 万台
分の車の走行を減らしたことに匹敵する 6。大気の質が改善
したという理由だけで重篤な呼吸器疾患の件数が 67 万件以
上減少したとも推定されている 7。また、森林のような自然
生態系が手付かずの状態で保たれれば、主要な人口と病原体
の宿主となる野生生物の接触機会が大幅に制限される 8。そ
の結果、ウイルスは人に感染することなく自然生態系のサイ
クルの中で循環する。同様に、宿主となる野生生物が、愛玩
動物や家畜など人の近くで生活する動物と接触する機会も減
る 9。したがって、愛玩動物や家畜がこれらの感染症の媒介
動物となる危険性も低くなる。一部の研究ではまた、森林の
ような自然生態系における生物多様性が豊かであることが、
病原体の人への感染を妨げる可能性があることを示してい
る。これは、科学者が「希釈効果」と呼ぶ考え方によるもの
で、単一の病原体が急激に蔓延したり、支配したりしづらい
状態を意味する 10。この現象が様々な感染症に幅広く当ては
まると結論づける根拠は乏しいが、ある研究では、寄生虫や、
植物と草食動物のシステムで希釈効果の証拠を確認している
11。200 以上の事例をレビューした研究でも、寄生虫や植物
と草食動物の間で感染が拡大することを抑える希釈効果が確
認された 12。

しかしながら、前世紀以降、新たな動物由来感染症の数と発
生頻度は急増した。宿主動物の病原体が人に感染するスピル
オーバーによって発生した動物由来感染症の発生頻度は過去
十年の間に 3 倍以上に増加したと推定されている 13。こうし
た感染症の多様性も高まっており、同時期に人が感染した新
たな動物由来感染症の数は４倍に増えている 14。こうした増
加傾向は、人が動物由来の危険な病原体に接触する頻度、お
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図 1：野生動物	－	家畜	－	人の間での病原体の流れ

図	2：人への感染が確認されているウイルスの累積発見数
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よび、接触する種の多様性が高まった
ことに起因し、新型の感染症が人の間
で発生することにつながった。これら
の新たな動物由来感染症は、HIV ／エ
イズ（AIDS）、重症急性呼吸器症候群

（SARS）、豚インフルエンザ、中東呼
吸器症候群（MERS）、エボラウイルス
病や現在の新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）といったパンデミックを
引き起こし、世界中で人の健康に深刻
な脅威となっている 15。

動物由来感染症の増加は、人と自然の
壊れた関係の症状であり、状況はさら
に悪化する可能性が高い。人口増加に
伴い、人は自然生態系への侵入を拡大
し、人と野生動物、家畜の接触の度合
いは高まっている。これにより、動物
の病原体との新たな接触が生じ、種か
ら種に感染するスピルオーバーが起き
る危険な状況が発生している。自然環
境の喪失が続く中、命にかかわる動物
由来感染症が発生するリスクはいつに
なく高まっている。
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2．診断 – THE DIAGNOSIS:
人と自然の壊れた関係が
動物由来感染症の発生を
引き起こしている
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2．診断 – THE DIAGNOSIS

人と自然の壊れた関係がどのように動物由来感染症の発生を
引き起こしているか

動物由来感染症のリスクを加速させている要因は大きく二つある。ひとつが、感染
症リスクの高い生きた野生動物とその肉の取引、そしてもうひとつが、農業用の大
規模な土地利用転換を引き起こしている持続可能でない食料システムである。

第一に、感染症リスクの高い野生動物を野生生物市場の内外
で販売・消費することは、人が野生動物に接触する機会を増
やし、動物由来感染症が伝播するリスクを高める。第二に、
大規模な農業用の土地利用転換により支えられている現在の
持続可能でない食料システムは、自然生態系を破壊し、人、
家畜、野生生物が接触する機会を増やしている。これらの要
因は、新型コロナウイルス感染症、SARS やエボラウイルス
病といった新しい動物由来感染症の発生と関係があると考え
られる。

リスク１：違法・ハイリスクな野生生物の
取引と消費

新型コロナウイルス感染症を含む、新しいパンデミックの多
くは、市場や飲食店における野生生物のハイリスクな取引や
消費との関係が指摘されている 16,17。国際化を続ける野生動

物やその肉、その他の製品の取引と販売は、市場や飲食店に
おいて人が野生動物と接触する機会を増やし、動物由来感染
症との接触リスクを高めている。新型コロナウイルス感染症
の発生源は正確には特定されていないが、現在確認されてい
るあらゆる研究結果はそれが動物由来感染症であること、す
なわち、野生動物から人に感染したことを示している 18。野
生生物市場（多くの場合、合法なウェットマーケットの一区
画に存在する）では、野生動物が狭い空間、またはストレス
のかかる環境下で、肉や生きた家畜、人のすぐそばに置かれ
ているため、スピルオーバーが起こりうる状況となっている。
異なる種が狭い空間に寄せ集められることで、異なるウイル
スの間での遺伝子の組み換えが起こり、人を含め新たな種に
感染するリスクが高まる 19,20。生きた家畜と肉の不適切な管
理もまた、感染症との接触を増やす要因となっており、特に
飼育や屠殺が他の野生動物のそばで行なわれる状況はリスク
が大きい。
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ウェットマーケットとは主に、肉や魚、果物、野菜など
の生鮮食品を販売する露店が多数集まる市場のことであ
る。ウェットマーケットでは生きた動物（野生／家畜あ
るいは両方）が販売されたり、その場で屠殺が行われる
こともある。

野生生物市場では、肉やペット、その他の利用（例：伝
統薬など）を目的として野生の動物を販売している。

ハイリスクな分類群とは動物由来感染症を感染させるリ
スクが特に高い種が属している生物学的グループを指
す。げっ歯類、コウモリ、トガリネズミやその仲間、霊
長類、食肉目、有蹄類が含まれる。それぞれげっ歯類は
85、食肉目は 83、霊長類は 61、有蹄類は 52、コウモ
リは 25、トガリネズミは 21 の既知の動物由来感染症を
保有することが知られている 21。

1

2

環境リスク 人間の活動 結果 影響

違法・ハイリスクな
野生生物の取引と消費

持続可能でない
食料システム

•	 嗜好品やタンパク源とし
ての野生動物の肉の消費
•	 安全性、衛生管理を欠く
取引

•	 農業用の土地利用転換
•	 生息地の分断
•	 農業の集約化

•	 自然、人、家畜の
接点における動物
が持つ病原体との
接触の増加
•	 動物由来の病原体
に対する脆弱性の
増加

• 動物由来感染症
の発生リスクの
増加

• 気候変動や生物
多様性の喪失を
含 む、 広 範 な 環
境への悪影響

世界各地で嗜好品としての野生動物の肉の需要が高まり、市
場や飲食店における消費が増えている。一部の地域では、都
会に住む人々が野生動物の肉を珍味やステータスシンボルと
して求めており、社会経済的な地位や食品に関する好奇心に
結びついた価値が見出されている。例えば、2018 年には、
センザンコウの肉はベトナムの飲食店数店舗で１キロ 300
米ドルの価格で販売されていた 22。同様に、中国の３つの省
で行われた野生生物の消費に関する調査によると、高級飲食
店の 41%、および高級ホテルの 34% が野生動物の肉を扱っ
ていた 23。国内外の観光客もまた需要をけん引しており、地
元の観光産業は野生動物の肉の消費を地域特有の伝統として
宣伝している 24。

危険な取引や輸送方法で、ハイリスクな野生生物を都会に持
ち込むこともスピルオーバーが起きる状況を作り出してい
る 25。毎年、何十万もの野生動物が商業目的で国境をまたい
で運ばれているが、こうした輸送は多くの場合、狭く不衛生
な状態で行なわれる。これは病原体の宿主となる生物が国境
をまたいで移動し、ひいては種や地域の壁を越えて感染が起
きうる状況を作り出している（事例１参照）。例えば、生き
たラクダがアフリカの角（アフリカ大陸東部の半島）からア
ラビア半島、具体的にはサウジアラビアの市場に持ち込まれ
たことが MERS 発生に関係したと考えられている 26。国レ
ベルでも、野生動物は多くの場合、森林などの自然生態系か
ら都市部に向けて輸送されるが、安全な取り扱い、衛生、輸
送に関する規制が不十分な状態で行なわれるため、サプライ
チェーンを通じて感染が起きるリスクを生んでいる。

野生動物の肉は一部の地域、特に発展途上国の農村地域にお
いて重要なタンパク源として消費されており、人が危険な病
原体に接触するリスクがある 27。生存のための食料として野
生動物の肉が狩猟、輸送および調理される場合、何かしらの
食の安全基準に沿って行われるケースは少ない 28。2014 年
のエボラウイルス病の流行 29 といった最近の感染症の発生源
は、コウモリやチンパンジーなど肉となる野生動物の調達や
狩猟、屠殺に関係していたと考えられている 30。新型コロナ
ウイルス感染症パンデミック後、多数の人が深刻な飢餓に直
面すると予想されていることから、栄養源を確保しようと野
生動物の肉を消費する傾向が高まるおそれがある。タンパク
質の摂取が人の栄養と健康に必要不可欠であることを考える
と、野生動物の肉に頼っている地域コミュニティが、安全か
つ持続可能なタンパク源を入手し、衛生的に調理を行えるよ
うにすることが重要であり、場合によっては代替となるタン
パク源の確保に向けた支援が望まれる。

図	３：新たな動物由来感染症の発生を引き起こす主な要因
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2002 年、中国南部の広東省で宿主となった動物および
人の感染者から SARS-CoV と呼ばれるウイルスによる感
染症が発生した 34。ウイルスはその後急速に 26 ヵ国に
ひろがり、2003 年には感染事例が 8000 件に達した。
このウイルスが引き起こす SARS の致死率は 9% とかな
り高く、人数にして 700 人以上が命を落とした。

確定的な結論は出ていないが、感染症の発生原因は広東
省の野生生物市場にいたハクビシンとタヌキに人が接触
したことに関係があると言われている。この主張は発生
が確認された後に、広東省の野生生物市場で販売されて
いたこれらの動物から SARS に近いウイルスが確認され
たという証拠に基づいている 35。研究者はまた、広東省
の SARS 初期感染者の中に野生生物を消費のために販売・
加工していた人が複数名含まれており、彼らがウイルス
にさらされた可能性が高いことを示している 36。さらに、
感染事例のデータから、ハクビシンの持っていた SARS-
CoV ウイルスが直接人に感染したことが明確に示されて
いる。特に、2003 年に確認された 2 つの事例では、広
東省の飲食店が所持していた６頭のハクビシンが SARS-
CoV ウイルスを保菌しており、発生源となった可能性が
高いことが分かっている 37。研究者も動物から人への感
染が確実に野生生物市場で起きたとは断定していないが、
野生生物を販売する市場と飲食店がウイルスの拡散に中
心的な役割を果たしていたことは十分に考えられる。

他の研究は、不十分な取り扱い管理を通じて行われた小
型の食肉目の哺乳類の違法取引が SARS の発生源となっ
たことも示している。中国の野生生物市場で販売されて
いる動物の多くはアジア地域のネットワークを利用して
合法または違法な取引を経て中国国内に持ち込まれてい
る。2000 年代初期のこの地域での違法取引の実情を把
握するのは困難であるが、生きたカメ、ハクビシンや他
の小型の食肉目の哺乳類がベトナムやラオスから中国に
輸出されていたことが分かっている 38。このため、病原
体をもった動物が近隣諸国から輸入される際の輸送の過
程で他の野生動物に感染した可能性を示唆する研究者も
いる。確固とした証拠には欠けるものの、この地域で行
われる野生生物取引では、本来の自然の生息地では互い
に接触する機会がないような種が濃厚に接触する環境が
作られうることを考えると、この説明は筋が通っている
と言えよう 39。

マクロ経済学的視点から見た SARS 流行の影響の大きさ
にはばらつきがある。しかし、世界銀行が算出した世界

経済への影響は、415 億米ドル、または事例ごとにみると約
400 万米ドルであったと推定される 40 。SARS の流行による
GDP への影響は、中国で推定 1% 減、東南アジアで 0.5% 減
とされ、医療関連の支出、商業の停止、生産の減少、および
観光産業の縮小が要因となった 41 。

事例１： SARS流行（2002-2003）と野生生物市場・違法取引の関係
関係が疑われている種： 
キクガシラコウモリ（宿主）、
ハクビシンとタヌキ（媒介動物）31

死者数： 

774人32

推定される経済的影響： 

415億米ドル33
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リスク２：農業用の大規模な土地利用転換を
引き起こす持続可能でない食料システム
食料と家畜生産のための土地利用転換が世界中で自然環境を
破壊し、分断している。世界の人口増加にともない、食料と
家畜の生産のために転換される土地が急増している。1990
年以降、1 億 7800 万ヘクタールの森林が失われており、こ
れは世界で 18 番目に広いリビアの面積に匹敵する。原生林
や草原の破壊は、農産物の生産と移動農業によって近年さら
に加速している 42,43。農業による生息地の破壊のほとんどは
３つの農産品に結びついている：牛肉、大豆、パーム油であ
る 44。大規模な土地利用転換の結果、今や世界の森林の 70%
は林縁から 1 キロメートルの範囲内にあり、今後さらなる分
断が懸念されている 45。転換の危機に直面しているのは森林
だけではない―セラード（ブラジル中部の乾燥地帯）や北米
のプレーリーも半分以上が喪失している 46。広範囲に及ぶ土
地利用転換は自然界に甚大な影響を及ぼしている。森林をは
じめ、草原などの自然生態系は、生物多様性が豊かで、重要
な炭素貯蔵の役目を果たすとともに、多くが水資源の供給源
となっている。農業のための土地利用転換により、今日まで
に世界の生物多様性が 70% 減少し、樹木被覆面積の半分が
失われてしまった 47。

大規模な土地転換と森林破壊、および生息地の分断は、生態
系の健康に壊滅的な影響を及ぼすだけでなく、人と野生動物
の接触を増やしてしまう。世界で 1945 年から 2005 年にか
けて発生した、人に感染する動物由来感染症のうちおよそ半
数は、土地利用転換に要因がある 49。例えば、西・中央アフ
リカで数回にわたり流行したエボラウイルス病は、これらの
地域における大規模な森林破壊と生息地の分断に関係がある
とされる（事例２参照）。森林を分断することは、野生生物
が人の生活圏に近づき、人と野生生物が共通の空間や資源を
争う状況を作り出す 50。同様に、人が森林などの生態系を破
壊し踏み入っていくことは、分断された森林で感染症の宿主
となる動物の数と密度を高め、人との接触を増やすことにつ
ながる。

生息地の分断とは、広大な生息地が切り開かれ、より小さ
な総面積をもつ互いに孤立したいくつもの小さな土地に変
換されるプロセスのことである 48。
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過去 20 年の間に、西・中央アフリカではエボラウイルス
病が幾度となく発生している。このウイルスは感染力が強
い上に、死に至ることも多く、致死率は 50% にものぼる。
近年で最大規模の感染は 2014 年にギニアで発生し、その
後国境超えてシエラレオネとリベリアに広がった 56。この
間のエボラウイルス病による死者は 1 万 1325 人 57、片親
あるいは両親を失った子供は 1 万 7300 人に上った 58。

感染の発生源を特定することは困難だが、多くの研究者
は西・中央アフリカにおける森林破壊がエボラウイルス病
の感染流行に関係があるとしている。これら地域の森林破
壊の前線エリアでは、森林減少の加速が顕著で、減少率
は毎年 0.5% を上回っている。西アフリカに位置するギニ
アの森林においては、カカオ、アブラヤシ、天然ゴムなど
の作物の栽培が大規模な森林破壊と分断を招いている 59。
地球上の熱帯雨林面積の 20% を占めるコンゴ盆地では、
森林被覆面積が毎年 100 万ヘクタール以上減少しており、
小規模土地所有者による伐採と大規模な商業伐採の両方
が原因となっている 60,61。急速な森林破壊は、これらの生
態系を著しく分断し、劣化させる危険がある。

研究者はこれらの地域での大規模な森林破壊が、オオコ
ウモリや霊長類などのエボラウイルスを保菌する可能性の
ある種と人との接触機会を増やし、宿主から人への感染リ
スクを高めていると考えている 62。この見解は、分断され
た森林では宿主となる種の生息密度が高く、人との距離が
より近いため感染が起きやすいという前提に基づいている
63。例えば、研究者の一部は熱帯のオオコウモリは分断さ
れた生息地において個体数が増える可能性があり（一方、
昆虫食性のコウモリは減少する）、一部の霊長類の個体群
でも生息環境のかく乱によって密度が高まる可能性が指摘
されている 64。同様に、分断は人が狩猟や食料を求めて自
然環境に足を踏み入れやすい状況を生み出す 65。エボラ
ウイルスの発生メカニズムは特定できていないものの、分
断された森林の林縁付近で生活する人々は、宿主となる
種との距離が近いため、動物由来感染症に感染するリスク
が高まる可能性は十分に考えられる。

2014-2016 年にかけて発生したエボラウイルス病は甚大
な社会経済的影響をもたらした。研究者は、影響を受け
た３ヵ国－シエラレオネ、ギニア、リベリア―における経

事例２： 西・中央アフリカでのエボラウイルス病の発生と森林破壊の関係
関係が疑われている種： 
オオコウモリ（宿主）、
霊長類（媒介動物）51

死者数： 

1万1325人52

（2014-2016年の発生）

2268人53

（2018-2020年の発生）

推定される経済的影響： 
影響を受けた国のGDPの損失額

28億米ドル54

国際支援額（2014-2016年の発生）

59～89億米ドル55

59～89億米ドル
33

済損失を約 28 ～ 32 億 6000 万米ドルの GDP 損失と推定し
ている 67。学校の閉鎖によって教育期間が 33 週間分失われ
68、主食となる穀物の生産量は 12% 減少した 68。近年では、
2018-2020 年にコンゴ民主共和国で発生したエボラウイルス
病により、2268 名が命を落とした 69。
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事例２： 西・中央アフリカでのエボラウイルス病の発生と森林破壊の関係

土地が農業のために開拓され、野生生物と家畜の距離が近く
なることで媒介動物に感染症がうつる状況が生み出されてい
る。土地の大部分が農業や家畜生産のために転換されている
ため、野生生物と家畜動物の接触も増えている。農場におい
て家畜と外部の種の接触を管理する十分なバイオセーフティ
の基準が設けられていないような場合には、これらの家畜が
媒介動物となる可能性がある。これにより、1997 年のニパ
ウイルスの発生がそうだったように（事例 3 参照）、ウイル
スが遺伝子変異を起こして人に感染可能になる余地を与えて
しまう 77,78。家畜が密集し、集約化された畜産形態は、動物
同士の距離が近くなるため感染症の急拡大を容易にする。小
規模農業や自給農業においても十分なバイオセーフティの基
準なしでは危険を払拭できない。家畜生産による危険な感染
症のスピルオーバーを防ぐためには、より進んだ予防策が必
要である。

コウモリと動物由来感染症の発生
コウモリは多くの新たな動物由来感染症の発生源であると
指摘されている。200 以上のウイルスがコウモリに関係し
ていると言われ、過去 25 年間に発生した、新型コロナウ
イルス感染症パンデミックを含む６つの主要な感染症の発
生源がコウモリであったと考えられている 70。 

コウモリは多量のウイルスを保持することが可能で、症状
を発症しないことが多いため、自然宿主となっている 71。
また、コウモリは時に何千万もの個体で群れをなす習性が
あり、個体間でウイルスが瞬く間に伝播しやすい。さらに、
移動性も高いため、都市部を含む様々な場所にウイルスを
運び、家畜や人を含む他の多くの種にウイルスが伝播する
可能性がある。他の動物はコウモリの血液、唾液や糞尿な
どとの接触を通じて感染する可能性がある 72。

こうしたリスクがある一方で、コウモリの殺処分は将来の
動物由来感染症を防ぐことにはつながらず、むしろその過
程で人に感染するリスクがある。過去に行われてきた殺処
分はどれも失敗に終わっており、例えばラテンアメリカで
狂犬病の蔓延を押さえようと行われた殺処分はその目的を
達成することはなく 73、ウガンダでマールブルグ病の蔓延
を阻止しようと行われた殺処分は逆にウイルスの発生増加
につながった 74,75。このほか殺処分によりコウモリの個体
群が他のエリアに移動し、感染症の拡大を助長するおそれ
があったり、コウモリに生理学的なストレスが加わること
で排出するウイルスの量が増す可能性もある 76。さらに、
殺処分はさらなる生態系の崩壊にもつながりかねない。特
に、コウモリの存在は昆虫の個体数の調整や植物の受粉に
欠かせず、300 以上の果物が受粉をコウモリに頼っている。
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1998 年に初めて事例が確認された、マレーシアの豚農家
の間で感染が拡大したニパウイルスは比較的知られてい
ない。あまり報道されてこなかったが、WHO はニパウイ
ルスを、将来のパンデミック発生のリスクを減らすために
監視し、研究すべき最も重要な 10 の病原体の一つに位置
づけている 83。このウイルスは豚と人の両方で死に至るこ
とが多く、死者数が 105 人に達したマレーシアでの最初
の感染流行の際の致死率は 40% に上り、その多くは豚を
扱う農業従事者であった 84。

研究によると、1998 年にニパウイルスがコウモリから豚
に、そして人に感染した背景には過剰な豚とマンゴーの

生産があったと考えられている 85。1970 年代から 1990 年代
にかけて、マレーシアにおける豚とマンゴーの生産は３倍に
増大し、自然生態系を破壊していった 86。農業従事者は一般
的に豚の飼育場の脇にマンゴーの木を植えていたため、この
地域にオオコウモリ（ウイルスの保菌者として知られる）を
引き寄せることにつながった。豚がコウモリの唾液や尿で汚
染された果物を食べた結果、ウイルスのスピルオーバーが起
きたと科学者は考えている 87。

初期の感染が確認された農場では、何千もの豚が狭い空間で
飼育されており、バイオセーフティの管理も限定的であった
ため、個体間でウイルスの感染が急速に進み、農場の人々に

事例３： 1998年のニパウイルス発生と農業・家畜生産の関係
関係が疑われている種： 
オオコウモリ（宿主）、
豚（媒介動物）79

死者数： 

105人80

（1998年の発生）

260人81

（2001-2018年の発生）

推定される経済的影響： 

6億7100万米ドル82

（1998年の発生）
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スピルオーバーが起こったのではないかと言われ
ている。人の間で感染が拡大していった経路は複
雑であるが、マンゴーと豚の過剰な生産により複
数回のスピルオーバーが起きやすい条件が作られ
たと考えられる。

その後バングラデシュとインドにおけるニパウイ
ルスの感染はさらに 260 人の死者を出し、致死
率は平均 75% におよんだ 88。1998 年には 100
万頭の豚が殺処分されたことでマレーシアの豚畜
産業は崩壊寸前に至り、経済損失は 6 億 7100 万
米ドルに達した 89。

世界人口が増え続けているため、食料システムは今後も自然
に負荷をかけ続ける。2050 年には世界人口が 100 億人に達
すると推定されるなか、食料安全保障を確保するために持続
可能な解決策を見つけ出すことが 21 世紀の重要な課題であ
る。現在の傾向からして、世界的な食料需要は 2050 年まで
に 59% ～ 98% 増加すると考えられている 90。現在の持続可
能でない食料システムは、荒廃した土地を持続可能な農業利
用のために転用するのではなく、森林やサバンナ、草原を破
壊し続けている 91。自然生息地を侵すことにより、人は野生
動物の持つ感染症に接触するリスクを高めている。需要の増
加はさらに過剰な農業生産に繋がり、野生動物から家畜にス
ピルオーバーが起きる可能性が高まる 92。この食料需要を満
たす持続可能な方法を見つけるとともに、生態系と人の健康
を守る必要がある。
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3．結果 – THE OUTCOMES:
人と自然の壊れた関係の
代償
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3．結果 – THE OUTCOMES

人と自然の壊れた関係の代償

新型コロナウイルス感染症をはじめとする近年のパンデミックは、ハイリスクな
野生生物の利用や自然環境への侵入がいかに重大な危険につながっているか、ま
た、その結果、世界各地のコミュニティがいかに悲惨な代償を払うかを明示した。

新型コロナウイルス感染症は、人と自然の壊れた関係によっ
て悪影響を被る対象は生息地が破壊されている野生生物や自
然生態系にとどまらず、人の健康にも及ぶという強烈な警告
となった。人は自然環境を破壊し続けることで、新たな動物
由来感染症に伴う悲惨な代償を払うリスクと同時に、気候変
動など他の脅威に身をさらすリスクを招いている。

甚大な健康被害をもたらした新型コロナウイルス感染症を含
む近年のパンデミックは、自然への侵入という行為によって
人類がいかに重い社会的・人的損失を被るかをありのままに
描き出した。一部の動物由来感染症は瞬く間に世界中に広が
り、世界規模で災難をもたらす。2019 年 12 月から 2020
年 10 月にかけて 4600 万人以上が新型コロナウイルス感染
症に感染し、およそ 120 万人以上の死者が出た 93。2020 年
5 月時点では、アフリカだけでもさらに 19 万人が死亡する
と予測されており 94、10 月までの世界の死者数はすでに、
57 万 5400 人の死者 95 が出たとされている 2009 年の豚イ
ンフルエンザパンデミック 96 など過去数十年の間に発生した
他の感染症の規模を大幅に上回った（図４参照）。

動物由来感染症を引き起こす根本的要因が解決されない限
り、世界経済と食料安全保障はさらなる危機に直面すること
になる。新型コロナウイルス感染症による経済損失は 2.4 ～
8.8 兆米ドルで 97、イギリスの GDP の最大３倍にのぼると
推定されている（図５参照）98, 99。パンデミックが引き起こ
した混乱と政府が講じた対策により、世界経済は 2020 年に
3% 減少すると予測され 100、世界労働人口の約半数が生計を
失う危機に直面している 101。新型コロナウイルス感染症が
もたらした急激な社会・経済的変化は、世界の食料安全保障
も脅かしている。食料サプライチェーンの混乱にはじまり、
移動と輸送に対する規制、消費者購買力の低下により、深刻
な飢餓に陥る危機にある人口が、1 億 3500 万人から、2020
年末には 2 億 6500 万人に増加すると警告されている 102。
新型コロナウイルス感染症は近年のパンデミックのなかで被
害が最大であると考えられるが、各国、地域におよぼした経
済的な影響でみれば、他のパンデミックも悲惨な結果をもた
らした。SARS は中国において GDP の 1%、東南アジアでは
0.5% の減少を招き、経済のすべてのセクターに影響をおよ
ぼした。

新型コロナウイルス感染症のような新たな動物由来感染症の
リスクは、先住民や女性などの社会的弱者へのさらなる脅威
となる。新型コロナウイルス感染症によって、特に先住民族
がパンデミックによる健康および経済的な影響を受けやすい
ことが明らかになった。例えば、北アメリカのナバホ族にお
ける感染率はアリゾナ州全体と比較して 10 倍にものぼると
報告されている 103。ブラジルにおいても、少なくとも 34 の
先住民族が新型コロナウイルス感染症の感染被害にあったと
されているが、このうち多くは医療設備すら存在しない地域
に居住する民族であった 104。ロックダウンや移動・渡航制
限も、主に非正規経済の労働力として、市場や手工芸、季節
労働や観光業などで生計を立てている先住民族に、より大き
な負の影響を与えてきた 105。例えば、これまで低賃金の労
働で収入を得てきたウガンダのバトワ族は、ロックダウンの
影響で生計をたてられなくなった 106。さらに、新型コロナ
ウイルス感染症パンデミックが与える社会・経済的な影響に
は性別間で大きな違いがある。新型コロナウイルス感染症パ
ンデミックの自粛期間中、女性が虐待者と同じ空間に閉じ込
められたことで暴力被害にあったケースが急増したという報
告が多く確認された。３か月自粛期間が延びるごとに暴力被
害が 1500 万件増えると推定されている 107。加えて、女性
にとって重要な医療ケアである、性と生殖に関する保健医療
や、妊産婦、新生児、小児医療の受診が現在困難となってい
る 108,109。

© John P. Starr / WWF
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パンデミックは世界レベル、国レベルで平和と安全を脅かし、
公的機関は緊急にその根本要因の解決に取り組む必要があ
る。新型コロナウイルス感染症の危機は一部の地域での停戦
に繋がった一方、他の不安定な地域では緊張が高まっている。
政府が健康被害に対処するために治安部隊を再配置し、外国
部隊も戦闘地から撤収していることから、アフリカのサブサ
ハラ地域の戦闘頻発エリアでは、過激派組織による攻撃が３
月から４月にかけて37%も増加した。特に、ボコハラムはチャ
ド軍に対し、チャドで反乱が勃発して以来最も大規模な攻撃
を行った 110,111。パンデミックによる長期的な政治経済的影
響は、世界の安定に対しさらに深刻な脅威となる可能性があ
る。パンデミック以前から政治経済的な混乱にあった国にお
いては、新型コロナウイルス感染症にともなうロックダウン
政策が特に国家の安定を揺るがしている 112。地政学的な国
際競争についても、各国が新型コロナウイルス感染症の危機
がもたらしている経済的課題に取り組む中で、さらに激化す
ると考えられる 113。

新型コロナウイルス感染症の影響で環境モニタリングや法執
行体制がすでに弱体化しているように、パンデミックは自然
界をさらなる危険にさらすこととなる。ブラジルでは、連邦
環境省がアマゾンの森林破壊阻止を含む取り締まり活動の予
算を縮小するとしており、違法伐採や土地利用転換が加速す
るおそれが高まっている 114。観光セクターの収入が失われ
たことで、保護区やコミュニティ管理保全地域でのモニタリ
ングと取り締まり予算がさらに減少し、一部地域では不法侵
入や違法伐採、密猟が増えている 115,116,117。さらに、危機に
よる経済への打撃によって政府や企業が規制や持続可能性担
保のための取り組みを緩和している。米国環境保護庁は「新
型コロナウイルス感染症関連の正当な理由」がある者には、

環境に関する報告を強制しないとしている 118。同様に、中
国においては企業が環境基準の達成期限を延長し、大規模な
太陽光発電所の設立を先延ばしにした 119。

新たな動物由来感染症の感染が急速に拡大したことで、野生
生物や生態系も重大な脅威にさらされている。1997 年から
2004 年にガボンとコンゴ民主共和国で数回にわたり発生し
たエボラウイルス病により、ゴリラなどの多くの絶滅のおそ
れのある霊長類が死亡し、一部のゴリラの個体群においては
致死率が 97% に達した 120。過去数十年の間に発生した鳥イ
ンフルエンザの流行により、世界各地で複数の野鳥の種が大
量死したと報告されている 121。動物由来感染症の流行は自
然生態系を損ない、被捕食動物の個体群や生物多様性、生態
系サービスにも影響を与える 122。

パンデミックの増加要因は同時に、気候変動や生物多様性
の喪失を通じて環境のさらなる破壊を引き起こしている。現
在、食料と土地利用システムは、温室効果ガス排出量全体の
約 30% を占め、気候変動の要因となっている 123,124。大規模
な土地利用転換と森林破壊は、温室効果ガスの取り込みと蓄
積という生態系の重要な役割を阻害している。森林が切り開
かれ、焼かれることで、温室効果ガスが大気に放出され、世
界の気温上昇の一因となっている。農業生産のプロセスはさ
らに、肥料の利用、エネルギー消費、家畜生産にともなう温
室効果ガスの大量排出を通じて地球温暖化を悪化させている
125。これによって、気候変動が引き金となった熱中症や栄養
失調、感染症による死者数増加が見込まれ、人の健康へのリ
スクはさらに増える 126。次の数十年で食料システムによる排
出量は増加すると予想されており、気候変動はさらに加速し、
人と自然の健康に大きな反動が返ってくると考えられる 127。

新型コロナウイルス感染症
（全世界）

豚インフルエンザ
（全世界） 

エボラウイルス病
（コンゴ民主共和国、ギニア、シエラレオネ、リベリア）

MERS
 （全世界）

SARS
（全世界）

鳥インフルエンザ
（全世界）

ニパウイルス
（マレーシア、バングラデシュ、インド）

13,593

850

774

440

365

575,40018,449

感染症が直接の死因であった死者数
最悪の場合の推定値

Sources: WHO data; CDC estimate of swine flu deaths: Ebola death total as of June 2020; COVID-19 death as of Oct 2020
Note: Exact number of deaths attributed to swine flu not known, with 18,449 deaths confirmed by WHO but CDC
modelling estimating up to 575,400: deaths fram Ebola include both 2014-2016 outbreak and ongoing outbreak in DRC
※日本語版のみ新型コロナウイルス感染症の死者数を2020年5月から10月末時点に更新

図	４：近年最も致命的な被害をもたらした動物由来感染症における死者数（1998-2020 年）
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図	５：近年最も致命的な被害をもたらした動物由来感染症による経済損失額（1998-2020 年）
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4．機会 – THE OPPORTUNITY:
この瞬間が変革のチャンスで
あるわけ
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4．機会 – THE OPPORTUNITY

この瞬間が変革のチャンスであるわけ

野生生物のハイリスクな取引や森林破壊、生息地の分断に対抗するために数多く
の取り組みが行われてきたにも関わらず、進展はいまだ限定的である。

一部の政府と民間セクターでは、SDGs（持続可能な開発目標）
の目標 12（持続可能な消費と生産）と 15（陸上資源）に沿っ
て、陸上の生態系と生物多様性を保全するためのコミットメ
ントが増加してきた。しかし、2019 年の SDGs 進捗報告書
は、これらの取り組みにも関わらず、土地の劣化と生物多様
性の喪失は全体的に危機的な速度で悪化し続けていると示し
た 128。同様に、森林破壊の停止と森林回復を目標とした森
林に関するニューヨーク宣言（NYDF）の進捗評価は「目標
達成の軌道にあるという証拠はほとんどなく、2020 年目標
を達成するのはほぼ不可能」とした 129。

政府が主導する政策や規制は土地利用転換を規制するうえで
重要な要素であるが、執行面では大きな課題に直面している。
一部の国の政府は、国内で保護区を指定しこれらの土地が転
換されないよう歯止めをかけてきた。世界的には地表面積の
15% が現在保護されており、これは生物多様性条約（CBD）
が愛知目標で定めている 2020 年までに 17% を指定すると
いう目標にあとわずかである 130。しかし、森林破壊が深刻な
地域における保護の割合には差があり、ベネズエラでは 50%
にのぼる一方、ニューギニア島やリベリアでは 5% に留まっ
ている 131。保護区の効果的な管理についても地域差があり、
一部の国や地域では不十分な執行力が課題になっているほ
か、多くの保護区・保全地域は恒常的な資金不足に悩まされ
ている。保護区の管理状況を十分に評価できている国は 20%
以下である 132。同様に、先住民や地域コミュニティ（IPLCs）
が世界の土地の 50% を保有しているにも関わらず、法的に
認められているのはわずか約 10% であることは、これらの
コミュニティが環境に関する意思決定に参加できていないこ
とを意味している。先住民や地域コミュニティの権利を認め
ていないことは、彼らがこれらの土地を森林破壊や分断から
守るうえで果たす重要な役割も奪っている 133。 

野生生物の取引に関しては、ほとんどの国において合法な取
引について安全性と衛生管理に関する規制があるが、モニタ
リングと法執行に関しては問題が多い。税関と取引管理に携
わる当局にとって、取引規制の対象となっている野生生物の
識別は難題であり、違反者に対し責任も十分に課せていない
134。さらに、法執行が効果的になされない中、違法取引が増
加しかねない。例えば、鳥インフルエンザ H5N1 の流行を受
けて導入された、タイからの生きた家禽の輸出禁止措置は、
家禽の違法取引を増長させ、結果的にカンボジアの無規制な

市場で急速に感染が広がった 135。

民間セクターも、各社の自主的な行動を中心とした市場ベー
スの取り組みを進めてきたが、規模と効果は十分ではない。
市場ベースの取り組みの中には、サプライチェーン改善に向
けた自主的コミットメント（例えば、環境保全を担保するし
くみや認証制度、トレーサビリティ確保、仕入先の監視）の
ほか、保全上の成果・結果に対する金銭的インセンティブの
しくみ（例えば、生態系サービスに対する対価の支払いや持
続可能な金融のしくみ）がある。自主的な取り組みの導入、
特に認証制度の採用はサプライチェーンを形成する企業の間
で普及が進みつつあるが、全体的にはまだ限定的であり、牛
や大豆の生産に関わる企業ではかなり遅れている 136。2019
年 5 月の時点で、481 の企業が自社のサプライチェーン上の
森林破壊に対処するための 850 のコミットメントを打ち出
しているが、大豆や牛肉の生産関係ではごく一部にとどまる
137。コミットメントを打ち出しているのは消費者向け事業を
行う企業に限られ、サプライチェーンの上流側の関係者は参
加への動機を見いだせていない。市場細分化により、バイヤー
は環境保全に関するコミットメントをしていない企業との取
引に注力できる状況が作られている。また、善意的な企業や
投資家であっても、複雑なサプライチェーン上で幾度も産品
の混合が発生するため、仕入れ先や投資先の実態全てを把握
するのは困難となっている。その結果、森林に関するニュー
ヨーク宣言の 2019 年の進捗評価は、「民間セクターは農業
生産による森林破壊の阻止に向けて動けていない」としてい
る 138。

最後に、パンデミックを引き起こす環境要因に対処するため
の国際協力と説明責任（アカウンタビリティ）のメカニズム
が欠如している。「REDD+」139 の枠組みは、森林破壊の回避
と森林保全、持続可能な森林管理を通じて温室効果ガス排出
量を減らすことを目的とし、現存の国際的な枠組みとしては
最も卓越した例である。多くの国が REDD+ をパリ協定の下
での国別目標（NDC）や自国の排出量削減努力の宣言の中に
取り入れている 140。しかし、熱帯地域の森林破壊を止める
ための資金は、多国間機関や先進国のドナーが 2010 年以降
にコミットした支援額の 1.5% 未満であった（2560 億米ド
ルに対し 32 億米ドル）。同様に、生物多様性条約（CBD）が
定めた 20 の愛知目標の実施は国内のガバナンスの課題や、
環境当局の資金不足、汚職、市民社会の参画の不足によって
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行き詰まっている 141。さら
に違法取引やハイリスクな取
引に関しては、公衆衛生の観
点からリスクの高い種を特定
し、規制するしくみが国際的
なモニタリングの枠組みから
欠如している。絶滅のおそれ
のある野生動植物の種の国際
取引に関する条約（ワシント
ン条約）は取引に特化した条
約であり、動物由来感染症の
リスクについては条約の対象
ではない。

現在直面している危機は、これらの問題を根本的に解決する
ために社会システムの変革が必要であることを示している。
環境問題、健康危機、経済停滞のいずれに対処するにあたっ
ても、単一の観点からの解決策や力点では成果が望めないこ
とは、これらの問題が実際には複雑に絡み合っていることを
考えると明らかである。横断的な対応として、より持続可能
な食料システムの構築、より健康的かつ持続可能な食習慣、
過剰な生産と消費の抑制に加え、環境リスクの概念を意思決
定プロセスに導入したネイチャー・ポジティブ（生物多様性
の回復に寄与）かつクライメート・ニュートラル（気候中立）
な金融のしくみが必要である。これらの解決策が、地球との
より健全な関係を築くための社会全体の変革につながるよ
う、政府、民間企業、市民社会、先住民や地域コミュニティ、
そして環境、動物、保健医療の専門家を含む様々なアクター
が協力して取り組む必要がある。

新型コロナウイルス感染症の危機は重要な転機であり、今こ
そ世界が行動をとることができる、そしてとらなければなら
ない時である。違法でハイリスクな野生生物取引の要因に対
処し、森林破壊の阻止とサプライチェーンの刷新を通じて食
料システムの持続可能性を高めることで、ステークホルダー
はこれらの環境要因が人の健康に与える影響を軽減するため
の画期的な変革をもたらすことができる。2020 年、2021
年に実施される重要な政策決定は、これらの変革をもたらす
機会となりうる。2020 年は「自然にとってのスーパーイヤー」
になると言われており、新型コロナウイルス感染症の影響で
いくつかの動きに延期や中止があったものの、変革をもたら
すうえで重要な多くのイベントは開催されることとなってい
る。今こそ人と自然の関係を捉えなおし、新たな動物由来感
染症発生のリスクを軽減し、持続可能な開発のための 2030
アジェンダに改めてコミットすべきである。

今、新たな持続可能性アジェンダを推し進めるための一般市
民の賛同姿勢がこれまでにないレベルに高まっている。各
国政府が経済の立て直しという課題に直面するなか、ステー
クホルダーは人と自然との関係を立て直すために力を合わ
せることができる。将来のパンデミックの脅威を減らすた

め、環境に関する新しいルールの導入に向けた機運が世界的
に高まっている。WWF が委託した最新の研究からは、東南
アジア諸国の一般市民が違法あるいは規制が不十分な野生生
物市場の閉鎖を強く支持しており、野生生物の購入と消費に
対する意欲が減少しているという結果が出ている。同様に、
14 ヵ国で行われた最近の世論調査によると、環境と気候変
動に優先的に取り組むことを盛り込んだ「グリーン・リカバ
リー」を 65% が支持していることがわかっている 142。米国
においても、気候変動に起因する自然災害が多発して以降、
気候変動の影響を和らげるための対策への一般市民の支持が
顕著に上昇する類似の傾向がみられた 143。こうしたことか
ら、新型コロナウイルス感染症の危機による機運を捉え、違
法でハイリスクな野生生物の取引と持続可能でない食料シス
テムへの対応を加速させることは不可欠である。今はまさ
に「Build Back Better（よりよい復興）」のチャンスである。

「自然と人間のための新しい指針（New Deal for Nature and 
People）」－すなわち、自然と生物多様性の喪失に歯止めを
かけ、2030 年までに生物多様性が回復軌道にある世界を実
現するためのコミットメント－への合意もこの一環として重
要である。

新型コロナウイルス感染症は、世界には緊急の課題を解決す
るための国際的な対応能力があることを示した。2020 年の
3 月末までに、世界の 100 ヵ国以上が包括的な対応プログラ
ムを設置した。政府による対応策と景気刺激策に対する投資
は前例のないレベルであり、ドイツでは GDP の 20%（7500
億ユーロ）、アメリカでは GDP の 10%（2 兆米ドル）に達
している 144。さらに、可能な限りソーシャルディスタンス
を意識することから、何十万もの人々がコミュニティを支
え、危機に対応するためにボランティア活動に従事するまで、
人々やコミュニティの行動にも明らかな変容が見られた 145。
こうした政府と個人の行動は、危機対応への投資と行動変容
を通じて、人類は人の健康に対する差し迫った脅威を軽減す
るために積極的なステップを踏み出せることを示した。現在
と将来の世代の健康を脅かしている環境への非持続可能な負
荷に抜本的に対処するためのまたとない機会が、私たちの目
の前にある。

© Jaime Rojo / WWF-US
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5．未来への道－ THE PATH FORWARD:
壊れた関係を修復する

「自然と人間のための新しい指針～
NEW DEAL FOR NATURE & PEOPLE」
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5．未来への道 – THE PATH FORWARD

人と自然の関係を修復する

地球規模の危機に立ち向かうため、そして自然と持続可能な関係を築くことで将
来のパンデミックのリスクを減らすために、社会システムの変革を呼び起こす行
動が緊急に求められている。

今はまさに将来のパンデミック発生を予防するために緊急的
行動をとり、長期的に地球と人の健康を担保するための社会
システムの変革に向けて力を合わせる時である。

政府と企業、金融機関は、2030 年までに生物多様性が回復
軌道にある（ネイチャー・ポジティブな）世界の実現に向けて、
根本的な行動をとり、社会システムの変革を推し進める必要
がある。下記は「自然と人間のための新しい指針（New Deal 
for Nature and People）」の３つの重要な要素であり、将来
のパンデミックを回避する助けになる：

提言１：違法または規制が不十分で
ハイリスクな野生生物の取引と消費に
終止符を打つ

緊急的行動：ハイリスクな野生生物取引を禁止する。政策決
定者は、動物由来感染症のスピルオーバーを起こす危険性を
はらんだハイリスクな野生生物の販売と取引を禁止するため
に行動するべきである。

行動には以下を含む：

⃝特に人口密度の高い都市部では、市場におけるハイリスク
な野生生物の取引と販売を禁止し、すべての市場と飲食店
で衛生・安全面の管理を徹底する。

⃝国内・国際レベルで違法でハイリスクな種の取引を撲滅す
るための取り組みを強化する。

⃝地方・国レベルで公衆衛生部門、法執行機関、および環境
当局の協力体制を強化する。

⃝タンパク源や収入源をハイリスクな種に頼っている人々を
支えるために、持続可能で強靭な職業・ビジネスの発展を
支援し、新たな畜産業を開始する際にはバイオセーフティ
基準が確実に満たされるようにする。

社会システムを変革する行動：野生生物の需要を削減し、安
全基準を支えるために消費者の行動を変える。野生生物に対
する消費需要削減と基準の遵守強化を通じて、取引・安全規

制の長期的な実行性を担保する。

行動には以下を含む：

⃝政府と市民社会によるハイリスクな野生生物の消費需要削
減の取り組みを強化する。特に野生生物を嗜好品と捉えて
いる層をターゲットとし、大規模な市民教育や、既知の消
費者グループに向けたエビデンスに基づくキャンペーンを
実施する。

⃝生きた野生・家畜動物に関する規制と食品安全基準を強化
する。

⃝ハイリスクな取引が闇市場に移行するのを防ぎ、モニタリ
ングと法執行の優良事例を参考にして、違法取引に対抗す
る国の法執行体制を強化する。

提言２：自然破壊を止める持続可能な
食料システムを支援する
緊急的行動：新型コロナウイルスが人と自然に与える影響を
抑えるため、差し迫った食料安全保障のために農業用の森林
破壊や土地利用転換が増加しないようにする。自然環境およ
び生態系サービスに依存するコミュニティに新型コロナウイ
ルスが与えている負の影響に対応する。

行動には以下を含む：

⃝政府による環境保全努力を強固にする。危機の中でも規制
を強化し、保護区・保全地域の実効的かつ公正な管理を含
む環境保全の取り組みに投じる資金を確保する。

⃝食料生産のサプライチェーン上で起きている森林や生態
系の破壊をなくすため、企業や金融投資家を含む民間セク
ターが現在行っている環境保護の自主的取り組みを維持、
強化する。

⃝特に観光収入など森林保全に回す資金源を失った地域にお
いて、地域コミュニティの代替生計手段の確保を支援し、
コミュニティと協力して違法侵入や破壊を阻止するために
伐採や土地転換の監視と通報を行う。
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社会システムを変革する行動：食料システムの持続可能性を
高め、自然生態系が健全に機能するよう、サプライチェーン
全体で取り組みを進める。環境と人の健康へのリスクを考慮
し、新たな森林破壊や自然生態系の利用転換が起きないよう、
安全かつ持続可能な方法で生産・加工・取引された製品に需
要がシフトしていくよう、規制を強化しインセンティブを高
める。これには、需要側の政府や企業、規制の導入と施行に
より責任を持つこと、サプライチェーン全体を通じて持続可
能性を重視した選択を行うこと、そしてより持続可能性が高
く安全な取り組みに向けて供給側と協力を強化することなど
が挙げられる。

行動には以下を含む：

⃝需要側の政府はサプライチェーンから森林破壊や土地利用
転換を排除するための政策・規制を整え、実行し、持続可
能性に配慮した製品を一貫して取扱う市場を実現するため
に国際的リーダーシップを発揮する（例えば欧州ではその
ような法律を導入する可能性が浮上している）。また、供
給側の政府とも連携してより持続可能な生産にシフトでき
るよう支える 146,147。

⃝企業は、期限があり測定可能なコミットメントを実効性・
信頼性のある計画とともに打ち出し、サプライチェーン上
から森林破壊や土地利用転換を排除する。これには、「ア
カウンタビリティ・フレームワーク」と呼ばれるイニシア
ティブ（AFi）に沿った、森林破壊と土地利用転換を伴わ
ない調達と取引のポリシー導入と、進捗状況の報告におけ

る透明性の確保が含まれる 148。企業は自社が直接関わるサ
プライチェーンを超えて、森林破壊と土地利用転換を伴わ
ない政策を支持し、調達源となっている地域に対して、地
域のプラットフォームと連携し、森林破壊と土地利用転換
を伴わないランドスケープへの移行を支援する 149,150。

⃝食料生産に際して、供給源から森林破壊と土地利用転換を
なくすため、企業間が競争関係に至る前段階で行動がとれ
るよう、食料システムの変革促進に努めている国際的なプ
ラットフォームと連携する

⃝企業・二国間・国家の資金を用いて、森林破壊の最前線
にある地域への資金・技術的なサポートを促進する。これ
には、土地利用転換と生息地の分断を阻止するために、先
住民や地域コミュニティの土地と水利用の権利を尊重しつ
つ、コミュニティと協働で効果的な土地利用計画を考案し
ガバナンスを促進することを含む 151。

⃝効果的かつ公正に管理された保護区・保全地域のネット
ワークの拡充など、その土地特有のリスクに即した解決策
を考案する。この際、バイオセーフティ基準、より強靭な
代替の金融メカニズム、および先住民や地域コミュニティ
の土地と水の権利への配慮を取り入れる 152。

⃝一般市民をより持続可能な食生活と食材の選択へとシフト
させる。このために、自然破壊と気候変動の影響に関する
普及啓発を実施し、食品管理ガイドラインに環境への影響
を盛り込み、持続可能な食習慣を支えるために企業と連携
する。
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提言３：明確で包括的な目標が定められた
持続可能で公正な経済回復への道を通じて、
より持続可能な人と自然の関係を
構築する

緊急的行動：今必要とされている支援に対応しつつ、長期的
なレジリエンスを構築するための経済回復策を整える。各国
政府は前例のない規模の景気回復刺激策を考案し導入してい
る。これらはすべての人、特に弱い立場にある人にとって、
社会経済的な利益をもたらすものであると同時に、持続可能
な生計に資するものでなくてはならない。これらの投資が、
気候と自然、SDGs の観点からも積極的な取り組みにつなが
ることは極めて重要であり、間違っても重度の汚染を伴う、
あるいは自然生態系を脅かすセクターへの支援や補助に回っ
てはならない。例えば、欧州連合は、加盟国の GDP 合計の
4% に相当する 7500 億ユーロの景気刺激策を「欧州グリー
ンディール」のもと運用すると打ち出している 153。同時に、
日本は持続可能な回復を支援するための景気刺激策として
1.1 兆米ドルの刺激策を発表し 154、ニュージーランドは「自
然に係わる仕事」に対して 110 億ニュージーランドドルを
拠出すると発表している 155。

行動には以下を含む：

⃝経済刺激策や公的資金投資が SDGs に沿った形で、気候と
自然への積極的な施策となるようにする。すなわち、こ
れらの施策が、気候変動の解決、自然を基盤とした解決策

（Nature-based Solutions）、循環型経済、グリーン雇用や持
続可能な生計のための動機付けや支援につながるようにす
る。

⃝刺激策を通じて、地域コミュニティ、特に観光に携わる人々
が自身の権利を守りつつ、持続可能性とレジリエンスを備
えた新たな生計を築けるように支援を行う。

⃝投入される補助金や財政援助が、石油、ガス、航空業界ほ
か環境に負荷を与えている産業からの汚染の増大につなが
らないように、援助を受けとるセクターに対する規制を強
化する。援助の条件には、森林破壊や土地利用転換の防止、
パリ協定に整合する低炭素ビジネスへの移行、先住民や地
域コミュニティの権利の保護へのコミットメントを規定す
る 156 。

⃝持続可能かつ低炭素な発展の文脈で投資を行うことで、債
務救済がよりレジリエンスを備えた経済の構築を支援する
ものとなるようにする。

⃝現存の影響評価ツールを利用して異なる回復策がそれぞれ
自然と気候にどのような影響を与えるか評価する 157。

⃝生物多様性条約の愛知目標を達成するためにさらに努力す
る。
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社会システムを変革する行動：政府、企業と金融機関は自然
の喪失を食い止め、回復に向かわせるための野心的な目標に
コミットする。新型コロナウイルス感染症は、自然が私たち
の健康、経済、社会にもたらす価値を示した。パンデミック
を受けて、政府と企業、金融機関が SDGs をそれぞれの計画
と行動に取り込むことが必須となる。政府と他のステークホ
ルダーは、2030 年までに自然の喪失を食い止め、回復させ、
国連気候変動枠組条約のパリ協定が目指す 1.5℃目標を達成
すべく、資金を適切かつ一貫して動員し、野心的で測定可能
な環境目標を支援する必要がある。2020 年の 9 月の国連の
生物多様性サミットに加えて、生物多様性条約におけるポ
スト 2020 生物多様性枠組（post-2020 Global Biodiversity 
Framework）の策定や、国連気候変動枠組条約の COP26 開
催前に国別目標（NDC）を強化することなど、2021 年に予
定されている環境に関する国際合意は逃すことのできない機
会となる。

行動には以下を含む：

⃝人と地球の健康のために、2021 年の主要な国際環境会議
に先んじて開催される 2020 年 9 月の国連生物多様性サ
ミットにおいて、各国首脳と政府に強力な政治的メッセー
ジを送る。

⃝ 2030 年までに生物多様性が回復軌道にある（ネイチャー・
ポジティブな）世界を築くための「自然と人間のための新
しい指針（New Deal for Nature and People）」にコミットし、
下記３つの目標達成に取り組む 158。

◦生息地を保全し回復させる： 陸地と海洋の 30% を保護
することで現在残っている自然環境を維持し、残りの陸
地と海洋はコミュニティと先住民が主体となった管理に
重点を置いて、保全と持続可能な管理を行う。

◦生物の多様性を守る： 生息地の保全と回復を通じて、未
だかつてない絶滅の増加と野生生物の個体数激減に歯止
めをかけ、持続可能でない漁業、狩猟と野生生物の取引
を低減する。

◦生産と消費による環境への負荷（フットプリント）を半
減させる： 自然の喪失に繋がっている経済活動、すなわ
ち、農業、漁業、インフラ整備、採取産業、林業とエネ
ルギー産業を環境配慮型にして、人が生態系に与えるネ
ガティブな影響を減らす。

⃝生物多様性条約のもとでポスト 2020 生物多様性枠組とし
て合意される世界共通の目標に向けた取り組みの実施と成
果の評価に対して、確固とした説明責任と透明性確保のメ
カニズムを担保する。 

⃝下記の点を取り入れながら、公的・民間資金の流れを野心
的なポスト 2020 生物多様性枠組の実施に沿うようにし、
自然を基盤とした解決策で国別目標（NDC）を強化する：

◦生物多様性に悪影響をもたらすと考えられる奨励金や補
助金をなくす、あるいはそれらの目的を変更する。早急
に公的・民間資金の流れをネイチャー・ポジティブ、カー
ボンニュートラルかつ公正な社会の実現に沿ったものに
する 159。

◦自然に対する公的・民間資金の投入を増やすと同時に、
緊急の経済支援や回復刺激策を含むすべての資金の流れ
において、それらが自然におよぼす影響と関連リスクに
ついての説明責任と透明性を強化する。

◦代替のマクロ経済指標の必要性も含め、ネイチャー・
ポジティブでカーボンニュートラルな経済、また幸福

（well-being）を主軸においた経済モデルの実現に向けた
変革に注力する。

⃝重要なセクターにおいて環境負荷の低減に対するコミット
メントと確固たる行動を引き出し、企業の目標が環境にポ
ジティブなインパクトをもたらすものとなるよう、企業を
動員する。

⃝森林破壊や生息地の分断の影響といった気候と自然へのリ
スクが投資判断に反映されるよう、金融機関と協力する。
最初のステップは、サプライチェーン上での投資された資
金の流れを追跡するために、より正確なデータとトレーサ
ビリティのしくみを導入すること、およびグリーンファイ
ナンスのためのチャンネルを発展させることである。
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